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新商品

ポケットモンキXグリップ UM-XDS

チューブカッター TC-127

●�刃の「自動送り機構」と「極薄丸刃」で今までにない切り口を実現
●�バリ取り作業の効率化を図ります

●�大好評の「X-DRIVE」シリーズに、ポケットタイプが登場
「X-DRIVE（エックスドライブ）」
三面接触する位置にボルト・ナットをセットすることにより、逃がしRの効果が得られ、�
頂角に集中する応力を分散させ、トルクがかかりやすく、なめにくい、安定した締付け～
ゆるめが可能です。

小畠知世　2013年４月入社

開発担当者

開発担当者

小西祐未　2013年４月入社

※クーラー等の一般冷媒
　配管用銅管専用

従来品 ＴＣ127
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モノ作り体験教室
東大阪市内の小学校（5校）において“工具体験教室”を開催

大阪タカシマヤにおいて
開催されました「大阪え
えモン2015」（2015年
５月７日～26日）におい
て当社工具を販売いたし
ました。
「身近に工具のある生活」
をテーマに、
●作業工具
●おしゃれ工具バッグ
●マサノヴァ・アート
を販売いたしました。

子供達にモノづくりの楽しさや工具の使い方を知っていただく活
動を推進しております。
※�NPO法人�東大阪地域活性化支援機構が東大阪市からの委託事業として、
次世代を担う子どもたちにモノ作りの啓発を推進することを目的とし、『モ
ノ作り体験教室』を実施。

■マサノヴァ・アートとロブテックス
ロブテックスでは、電子部品や工業製品の
部品を使ったロボットキャラクターの製作を
通して作業工具などの安全な使用方法を学
ぶ特別授業、ワークショップを主催するトー
ヨー電子製作所（マサノヴァ・アート）様に
教室で使用する工具の一部を提供し『もの
づくりの楽しさ』や『モノの大切さ』を次
世代に伝える活動をサポートしています。

製作品：マサノヴァ・アート製ロボットストラップ “ボルトン”

近郊の小学生の皆さんが “お店
訪問” という授業で当社を訪問。
工具の使い方や便利さを体験い
ただきました。

小学生職場見学 大阪タカシマヤ「大阪ええモン2015」
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株主のみなさまへ

≲レジャーその他事業≳
　ゴルフ練習場への入場者数は前年同期に対し増加
いたしましたものの、消費税率引き上げに関する価
格対応を第２四半期以降としたことに加え、お客様
一人当たり売上高の低下傾向継続もあって、売上高
は前年同期比1.2％減の２億２千２百万円（前年同期
２億２千５百万円）となり、営業利益は同4.7％減の
９千４百万円（同９千９百万円）となりました。

　今後の経済情勢は雇用・所得環境の改善が個人消
費の後押しとなり、また、企業収益の改善が設備投
資の下支えとなることから回復傾向が続くものと期
待されますが、不安定な海外情勢、原材料価格の高
騰などが懸念され、経営環境は依然として予断を許
さない状況が続くものと予想されます。
　このような見通しの中、当社グループは2015年度
の経営スローガンを前年度に引き続き「昨日と違う
今日を創るため　常識の壁を破り　感性で行動しま
す」とし、時代や環境の変化に応じた大胆な発想力
と行動力を追求し、真の実力を持った企業グループ
となるべく努力してまいる所存であります。なお、
2015年４月に各部門の役割・使命の明確化を更に進
めるべく、組織変更を行い、顧客の要求する新商品
開発の実現とそのスピードアップを図るため、社長
直轄部門である社長室に商品戦略企画担当を配置す
ると共に、商品企画部の新設などを実施いたしまし
た。
　次期の見通しといたしましては、連結売上高で57
億９千万円、連結営業利益で４億６千万円、連結経
常利益で３億９千万円、親会社株主に帰属する当期
純利益で２億２千万円を見込んでおります。

　株主のみなさまには、変わらぬご支援、ご指導を
たまわりますようお願い申し上げます。

平成27年₆月
取締役社長

地引俊爲

　株主のみなさまには、日頃から温かいご支援をた
まわり厚く御礼申し上げます。
　さて、ここに第132期の事業報告をお届けいたしま
すので、ご高覧たまわりますようお願い申し上げま
す。
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経
済政策等による企業収益や雇用情勢の改善など、緩
やかな景気回復の動きが持続しましたものの、円安
による原材料価格の上昇、地政学的リスクや新興国
経済の減速といった世界的な景気下振れ懸念もあっ
て、先行きは不透明な状況で推移しました。
　このような状況の下、当社グループは2014年度の
経営スローガンを「昨日と違う今日を創るため　常
識の壁を破り　感性で行動します」と定め、これま
での常識にとらわれること無く、知識と経験、デー
タに基づく感性豊かな大胆な発想力と行動力により、
大きな飛躍への一歩を踏み出す年度とすべく、活動
してまいりました。その結果、売上高は前年同期比
0.2％減の55億７千２百万円（前年同期55億８千１百
万円）となりましたものの、利益面では、原価低減
の推進や経費管理の徹底効果に加え、退職給付信託
資産の運用状況の好転もあって、営業利益で同0.5％
増の５億７千９百万円（同５億７千６百万円）、経常
利益で同2.4％増の５億１千１百万円（同４億９千９
百万円）となり、当期純利益では繰延税金資産の回
収可能性の見直しによる法人税等の負担軽減もあっ
て、同5.5％増の３億６百万円（同２億９千万円）と
なりました。

　事業の種類別セグメント業績は次のとおりです。
≲金属製品事業≳
　国内売上につきましては、ハンドツール部門にお
ける電設工具の拡販施策の奏功やファスニング部門
での新型エアーリベッター・コードレスリベッター
の好調な販売はありましたものの、工業用ファスナ
ーにおける価格競争の激化と大型案件需要の低調に
加え、切削工具の価格競争の激しさが増したことも
あり、前年同期に比べ減少いたしました。一方、海
外売上につきましては、米州及び大洋州向けのファ
スニングツールの減少はありましたが、ハンドツー
ル部門における韓国向けのモンキレンチやプライヤ
類の拡販努力により前年同期に比べ増加しました。
その結果、金属製品事業の合計売上高は前年同期比
0.1％減の53億４千９百万円（前年同期53億５千５百
万円）となりました。利益面では、営業利益が同1.6
％増の４億８千４百万円（同４億７千７百万円）と
なりました。
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連結業績の推移

作業工具
29.3％

ファスニング
ツール

14.8％   

2015年３月期
5,349百万円

工業用ファスナー
37.0%

切削工具
7.4％

電設工具
11.2％

その他
0.3％

● 営業成績 ● 金属製品事業における品種別の売上高構成比

（注）（　　）は第２四半期の数値であります。
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● 売上高

● 経常損益

● 当期純損益

● 1株当たり当期純損益

区　分
第125期 第126期 第127期 第128期 第129期 第130期 第131期 第132期

（2008年
₃月期）

（2009年
₃月期）

（2010年
₃月期）

（2011年
₃月期）

（2012年
₃月期）

（2013年
₃月期）

（2014年
₃月期）

（2015年
₃月期）

売 上 高
（百万円）

6,492 5,291 4,532 5,473 5,437 5,442 5,581 5,572
（3,068）（3,066）（2,190）（2,607）（2,645）（2,608）（2,665）（2,671）

経常損益
（百万円）

94 △� 344 157 353 336 345 499 511
（17） （△55） （92） （148） （126） （123） （211） （209）

当期純損益
（百万円）

△� 114 △� 334 90 222 219 222 290 306
（△91） （△55） （44） （63） （67） （76） （113） （125）

1株当たり
当期純損益
（円）

△�11.72 △�35.31 9.63 23.59 23.33 23.68 30.90 32.59
（△9.34）（△5.80） （4.73） （6.70） （7.16） （8.08）（12.01）（13.36）
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連結財務諸表

● 連結損益計算書 平成26年₄月₁日から
平成27年３月31日まで

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しています。

（単位：千円）

● 連結貸借対照表 平成27年３月31日現在

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しています。

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 4,330,007

現 金 及 び 預 金 1,513,441

受取手形及び売掛金 1,312,419

商 品 及 び 製 品 953,735

仕 掛 品 224,031

原材料及び貯蔵品 171,642

繰 延 税 金 資 産 109,839

そ の 他 50,481

貸 倒 引 当 金 △� 5,584

固 定 資 産 2,713,216

有 形 固 定 資 産 2,124,845

建物及び構築物 1,008,710

機械装置及び運搬具 74,956

工具、器具及び備品 69,050

土 地 738,508

リ ー ス 資 産 232,486

建 設 仮 勘 定 1,134

無 形 固 定 資 産 44,959

リ ー ス 資 産 14,499

そ の 他 30,459

投資その他の資産 543,411

投 資 有 価 証 券 469,126

退職給付に係る資産 37,067

繰 延 税 金 資 産 14,462

そ の 他 30,038

貸 倒 引 当 金 △� 7,283

流 動 負 債 2,542,764

買 掛 金 299,612

短 期 借 入 金 1,806,485

リ ー ス 債 務 55,361

未 払 法 人 税 等 40,833

そ の 他 340,473

固 定 負 債 1,362,241

長 期 借 入 金 1,099,999

リ ー ス 債 務 193,630

繰 延 税 金 負 債 22,380

役員退職慰労引当金 3,120

退職給付に係る負債 42,031

そ の 他 1,080

負 債 の 部 合 計 3,905,006

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 2,858,188

資 本 金 960,000

資 本 剰 余 金 491,045

利 益 剰 余 金 1,556,216

自 己 株 式 △�149,074

その他の包括利益累計額 141,726

その他有価証券評価差額金 141,726

少数株主持分 138,303

純 資 産 の 部 合 計 3,138,217

資 産 の 部 合 計 7,043,223 負債及び純資産の部合計 7,043,223

科 目 金 額

売 上 高 5,572,564

売 上 原 価 3,590,290

売 上 総 利 益 1,982,273

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,403,104

営 業 利 益 579,169

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,094

受 取 家 賃 8,518

為 替 差 益 2,794

そ の 他 6,529 25,936

営 業 外 費 用

支 払 利 息 46,758

売 上 割 引 44,196

そ の 他 2,547 93,501

経 常 利 益 511,604

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 204

リ ー ス 解 約 損 21,818 22,022

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 489,581

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 128,912

法 人 税 等 調 整 額 35,989 164,901

少数株主損益調整前当期純利益 324,679

少 数 株 主 利 益 18,006

当 期 純 利 益 306,672
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子会社

会 社 名 株式会社ロブテックス
ファスニングシステム

鳥取ロブスターツール
株式会社 株式会社ロブエース 株式会社ロブメディカル

設 立 昭和63年₇月₂日 平成₂年12月₆日 平成₃年₈月₈日 平成₂₀年₆月₄日

資 本 金 1,000万円 5,000万円 5,000万円 1,000万円

出 資 比 率 65% 100% 100% 100%

住 所 東京都中央区日本橋
堀留町₁－₅－11
堀留Dビル₅階

鳥取県西伯郡大山町
高田1213番地₁

大阪府八尾市上尾町
₆丁目₁番地

大阪府東大阪市四条町
12番₈号

事 業 内 容 ファスニングツール
工業用ファスナー卸売業

金属製品製造業 ゴルフ練習場 医療機器の製造販売

代表取締役 地引俊爲
川邉裕一 地引俊爲 地引俊爲 地引俊爲

会社の概要 平成27年６月24日現在

取 締 役 社 長
（代表取締役） 地 引 俊 爲

取 締 役 豊 島 尚 規
取 締 役 山 口 正 光

常 勤 監 査 役 林 　 邦 男
監 査 役 稲 垣 貞 男
監 査 役 藤 本 　 昇

● 役員設 立 大正12年₈月12日
資 本 金 9億6千万円
発行済株式総数 10,000,000株
本 店 所 在 地 東大阪市四条町12番₈号
従 業 員 数 88名（連結169名）

（平成27年₃月31日現在）

製造販売品目 作 業 工 具
ファスニングツール
電 設 工 具
切 削 工 具
工業用ファスナー

事 　 業 　 所
本 社／東大阪市四条町12番₈号（〒579 - 8053）

☎072-980-1110㈹
大阪営業所／東大阪市四条町12番₈号（〒579 - 8053）

☎072-980-1111㈹
東京営業所／東京都板橋区高島平₂丁目₆番₄号（〒175 - 0082）

☎03-3550-3671㈹
名古屋営業所／名古屋市北区八竜町₁丁目40番地（〒462 - 0805）

☎052-915-0431㈹
福岡営業所／福岡市博多区山王₁丁目₇番₉号（〒812 - 0015）

☎092-431-0395㈹
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事 業 年 度 ₄月₁日から翌年₃月31日まで
期 末 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ₃月31日

中 間 配 当 金 受 領
株 主 確 定 日 ９月30日

定 時 株 主 総 会 毎年₆月
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

各 種 お 問 合 せ 先
郵 便 物 送 付 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電話　0120-094-777（通話料無料）
〔受付時間　9：00～17：00（土、日、祝祭日、年末年始を除く）〕
ホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
公 告 の 方 法 電子公告により行う。

公告掲載URL　http://www.lobtex.co.jp/lobtex/ir/
（ただし、電子公告によることができないやむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載いた
します。）

（ご注意）
1.�　株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、
口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっており
ます。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理
人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
2.�　特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機
関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各
支店にてもお取次ぎいたします。
3.�　未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたし
ます。

株　主　メ　モ

発行可能株式総数 45,000千株
発行済株式総数 10,000千株
株主総数 1,061名
所有者別

● 株式の状況（平成27年３月31日現在）

個人その他
91.71％

金融機関 0.75％ 金融商品取引業者 1.32％

合計
1,061名

その他の法人 6.22％

個人その他
　　63.67％

金融機関 10.24％ 金融商品取引業者 0.75％

合計
10,000千株

その他の法人
25.34％
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